
重複適用の可否 

投資促進税制と圧縮記帳 

平成 29 年度税制改正で中小企業投資促

進税制の一部が見直しされました。その概

要は次のとおりです。 

 対象資産から器具備品が除かれ、また、

上乗せ措置としてあった特定生産性向上設

備等については、新たに創設された中小企

業経営強化税制に移行されました。 

●中小企業投資促進税制の税額控除 

 特定中小企業者等が特定の機械装置等

（以下、設備）をした場合には、その資産の

取得価額の 7％に相当する金額について税

額控除の適用があり、当該控除額が法人税

額の 20％を超えるときは、法人税額の 20％

相当を限度として、法人税額から控除する

ことができます。 

 なお、特定中小企業者等とは、中小企業

者等のうち、資本金の額又は出資金の額が

3,000 万円を超える法人（農業協同組合等

を除く）以外の法人をいいます。 

●国庫補助金等に係る圧縮記帳

 事業者は、国又は地方公共団体等からの

補助金等の交付を受けて固定資産を取得し

た場合、法人税法上、当該補助金等で取得

した固定資産については圧縮記帳の特例が

適用できます。この特例の概要は、次のと

おりです。 

 その取得した固定資産の帳簿価額を補助

金相当額（圧縮限度額）の範囲内で損金経

理により直接減額し、当該金額をその事業

年度の損金の額に算入するものです（積立

方式も可）。 

●重複適用の可否 

 特定中小企業者等も自治体からの補助金

を受けて投資促進税制の対象となる特定の

設備を取得することがあります。この場合、

「税額控除」と「圧縮記帳」どちらか一方し

か適用できず重複適用ができないのでは、

と思ってしまいます。 

 しかし、法人税上の圧縮記帳と租税特別

措置法上の税額控除との重複適用について

は、それを禁止する規定がありませんので、

重複適用は可能です（特別償却も可）。 

 その適用に当たっては、損金算入された

国庫補助金等の交付金額（予定額も含む）

を控除した金額を取得価額として税額控除

限度を計算することになります。 

 なお、国庫補助金等交付予定額を控除し

ない金額を取得価額として税額控除限度額

を計算して申告したときは、固定資産の取

得の後に国庫補助金等を受けても圧縮記帳

はできません。 

daily コラム
2017年 12月 12日(火) 

〒810-0001 福岡市中央区天神 2-8-49 ヒューリック福岡ビル 7階

税理士法人かさい会計 TEL 092-771-4421 FAX 092-771-1417 

Email info@kasai-grp.co.jp

重複適用には慎

重にならざるを

得ないね 


